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図１：システム解析モデルの概要 
 
第５章 システム解析モデルの適用 
 
本章では、構築したシステム解析モデルを用いてビームホッピング機能を持つ衛星通信システ
ムに関する評価を実施している。評価にあたってはチャネライザ搭載衛星の評価と同様にビーム
ホッピングを用いた通信のモデル化を行い、システム解析モデルを適用している。解析により衛
星に搭載する増幅器数がシステムの性能に与える影響を定量的に示すことが可能であることを確
認している。 
 
 
第６章 結論 
 
本論文では衛星通信システムの柔軟性評価方法に着目し、衛星通信システムの柔軟性を定量評
価可能なシステム解析モデルの構築を行った。さらに、構築したシステム解析モデルを用いてデ
ジタルチャネライザ搭載衛星とビームホッピング機能を有する衛星の二種類の衛星通信システム
に対し柔軟性評価を実施した。解析を通じて衛星通信システムの柔軟性を定量的に評価可能であ
ることを確認した。本研究の完遂は、衛星通信システムの周波数柔軟性評価のための評価モデル
の完成を意味する。これにより、容易な柔軟性評価が可能となり、周波数柔軟性の高い衛星通信
システムの開発に寄与することが予想される。また、本研究を発展させることで衛星通信のみな
らず他の通信システムにも対応した周波数柔軟性評価モデルが構築可能となると考えられる。通
信システム全般に利用可能な評価モデルが構築されることで、より周波数柔軟性の高い通信シス
テムの開発が期待される。 
論文審査結果の要旨 
 
 大容量通信を可能とするハイスループット衛星には効率的な通信リソースの利用が強く求めら
れており、デジタルチャネライザやビームホッピングなど柔軟に通信リソースを使用可能な技術
への関心が高まっている。しかし、衛星通信システムの柔軟性を定量評価する方法は確立されて
おらず、柔軟性の評価方法が課題となっている。本論文は、衛星通信システムの柔軟性を定量評
価するための方法であるシステム解析モデル構築を目的とし、構築したシステム解析モデルを用
いた衛星通信システムの定量評価に関する研究成果をまとめたものであり、全編６章からなる。 
 第１章では、大容量衛星通信における柔軟性評価に関する研究の背景と課題、本研究の目的と
意義について述べている。 
 第２章では、大容量衛星通信システムの開発状況、並びに衛星通信システムの柔軟性について
述べている。さらに、衛星通信システムの柔軟性に関する関連研究についてまとめ、本研究との
差違を明らかにしている。 
 第３章では、システム解析モデルの構築に向け、チャネライザ搭載衛星通信のモデル化を行い、
柔軟性解析を行っている。チャネライザ搭載衛星並びに既存のベントパイプ中継をそれぞれ用い
た際に発生するトラヒック損失を解析するための定式化を行っており、それらを用いた数値解析
により、チャネライザ搭載衛星の有効性が示されている。 
 第４章では、総合的な柔軟性評価を行うためのシステム解析の基礎モデルを構築し、第３章で
モデル化を行ったチャネライザ搭載衛星について柔軟性評価を行っている。柔軟性評価の結果、
チャネライザの有効性を示すことで構築したシステム解析モデルの有用性を確認している。シス
テム解析モデルを提案し、柔軟性評価を実施することにより有用性を示した点は、十分評価に値
する。 
 第５章では、構築したシステム解析モデルを用いてビームホッピング機能を持つ衛星通信シス
テムに関する評価を実施している。評価にあたってはチャネライザ搭載衛星の評価と同様にビー
ムホッピングを用いた通信のモデル化を行い、システム解析モデルを適用している。システム解
析モデルを異なる衛星通信システムに適用し、その有効性を検証している点は、システム解析モ
デルの妥当性を示す上で重要な成果として高く評価できる。 
 第６章は結論である。 
 以上要するに本論文は、衛星通信システムの持つ柔軟性を定量評価可能なシステム解析モデル
を構築することによって、衛星通信システムにおける新たな柔軟性評価方法を提案しているもの
であり、応用情報科学並びに情報通信技術の発展に寄与するところが少なくない。 
 よって、本論文は博士（情報科学）の学位論文として合格と認める。 
